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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第３四半期連結
累計期間

第94期
第３四半期連結
累計期間

第93期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高（百万円） 264,845 223,914 338,214

経常利益（百万円） 54,420 19,163 56,855

四半期（当期）純利益（百万円） 27,481 7,247 19,408

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
21,120 13,438 14,819

純資産額（百万円） 482,064 480,825 475,736

総資産額（百万円） 705,418 666,436 687,069

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
55.25 14.57 39.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 67.6 71.3 68.4

　

回次
第93期

第３四半期連結
会計期間

第94期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
5.21 5.32

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社並びに関連会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

なお、当社グループ（当社及び連結子会社）のセグメントは、ガラス事業単一です。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものです。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年12月31日）においては、欧州では債務危機沈静化の動

きはあったものの景気の低迷は長引き、米国では財政の先行き懸念が強まる中、経済は緩やかな回復にとどまりま

した。また、中国では景気底打ちの兆しが現れましたが、本格的な回復には遠く、世界経済は予断を許さぬ状況が続

きました。国内では、復興需要などによる下支え効果や政権交代後の景気回復への期待感が見られた一方、外需の不

振により輸出は低迷し個人消費も伸び悩むなど、景気の後退局面が続きました。

このような中、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、第１四半期連結会計期間（平成24年

４月１日～平成24年６月30日）から第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日～平成24年９月30日）にかけて、

主力の液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）用基板ガラスの需要復調を背景に業績は緩やかな回復軌道をたどったものの、

当第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日～平成24年12月31日）には当該ガラスの販売減速や価格の下落な

どが業績を下押ししました。

電子・情報用ガラスにおいては、ＬＣＤ用基板ガラスの販売は、第１四半期連結会計期間から第２四半期連結会

計期間にかけて緩やかな回復を示したものの、当第３四半期連結会計期間に入り減速に転じました。プラズマディ

スプレイ（ＰＤＰ）用基板ガラスは、市場縮小の影響を大きく受け販売は減少しました。光関連ガラスは、通信イン

フラ需要を背景に堅調に推移しましたが、イメージセンサ用カバーガラスは、当第３四半期連結会計期間にデジタ

ル一眼カメラ向けなどの需要が減少し販売が低下しました。

その他用ガラスにおいては、ガラスファイバの販売は、自動車部品向けを中心に第１四半期連結会計期間は回復

基調で推移したものの、第２四半期連結会計期間に減速に転じて以降、調整局面が続きました。耐熱・建築・その他

の事業は依然として関連市場の回復が鈍く、販売は低調な結果となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,239億14百万円（前年同四半期連結累計期間比15.5％

減）となりました。

損益面においては、ＬＣＤ用基板ガラスの価格下落が進んだことに加え、ＰＤＰ用基板ガラスの需要が大きく減

少した影響などもあり、当第３四半期連結累計期間の営業利益は219億38百万円（同62.9％減）、経常利益は191億

63百万円（同64.8％減）、四半期純利益は72億47百万円（同73.6％減）と、前年同四半期連結累計期間と比べ大幅

な減益となりました。なお、当第３四半期連結累計期間における損益の動向については、第１四半期連結会計期間か

ら第２四半期連結会計期間にかけて利益は回復軌道をたどったものの、当第３四半期連結会計期間に入り、主とし

てＬＣＤ用基板ガラスの販売減速や価格の下落、生産性改善の遅れ、新材質の量産に伴う立上げコストなどが利益

を圧迫しました。

なお、当社グループのセグメントは、ガラス事業単一です。

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

〔総資産〕

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して206億32百万円減少し、6,664

億36百万円となりました。流動資産では、主として設備代金等の支払いにより現金及び預金が減少しました。ま

た、固定資産では、株式の取得などにより投資有価証券が増加したことにより投資その他の資産が増加した一方

で、減価償却により有形固定資産が減少しました。

〔負債〕

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較して257億21百万円減少し、1,856

億11百万円となりました。流動負債では、１年内に返済予定の長期借入金の返済があったため短期借入金が減少

したほか、設備に係る未払金の減少により流動負債のその他が減少しました。固定負債では、第１四半期連結会計

期間において社債を発行しました。

〔純資産〕

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較して50億88百万円増加し、4,808

億25百万円となりました。株式市況の回復によりその他有価証券評価差額金が増加したほか、一部の通貨で円安

に振れたことから為替換算調整勘定が増加しました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は前連結会計年度末の68.4％から2.9ポイン

ト上昇し、71.3％となりました。

(3) 対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当社グループは、ハイテクガラスの創造を基本理念とし、基礎的及び応用的な研究開発活動を行っています。ハイ

テクガラスは、時代のニーズに最適の特性と形状、高いガラス品位と精度を追求したガラスです。

基礎的研究開発については、ライン部門（各事業部）と密接に連携をとりながら主として当社のスタッフ機能部

門（技術統括部等）が担当し、応用的研究開発については、当社のスタッフ機能部門と密接に連携をとりながら主

として当社のライン部門が担当しています。

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は48億22百万円となりました。これは、基礎的研

究開発として18億91百万円を使用したほか、製品開発、生産技術及び成膜技術の開発を中心に29億31百万円を使用

したものです。

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況について、重要な変更はありません。

　

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおける新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次の

通りです。

〔重要な設備の新設〕

　電気硝子（Korea）株式会社（大韓民国）におけるガラス製造設備等について、約330億円の投資（転用設備含

む）を計画しています。

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 497,616,234 497,616,234

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 497,616,234 497,616,234 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 497,616,234― 32,155 ― 33,885

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式

(自己保有株式)

205,000

(相互保有株式)

59,000

－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 496,127,000 496,127 同上

単元未満株式 普通株式 1,225,234 － －

発行済株式総数 497,616,234－ －

総株主の議決権 － 496,127 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株含まれています。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれています。

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

(自己保有株式)

日本電気硝子株式会社

滋賀県大津市晴嵐二丁

目７番１号
205,000 － 205,000 0.04

(相互保有株式)

サンゴバン・ティーエム

株式会社

東京都千代田区麹町三

丁目７
59,000 － 59,000 0.01

計 － 264,000 － 264,000 0.05

　

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しています。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自　平成24年10月１日　至　平

成24年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 105,827 96,479

受取手形及び売掛金 56,230 55,202

商品及び製品 29,830 29,461

仕掛品 2,170 2,283

原材料及び貯蔵品 20,905 20,598

その他 9,555 15,576

貸倒引当金 △103 △104

流動資産合計 224,415 219,496

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 328,541

※1
 311,238

その他（純額） ※1
 91,769

※1
 86,901

有形固定資産合計 420,311 398,140

無形固定資産 1,458 1,874

投資その他の資産

その他 40,930 46,971

貸倒引当金 △45 △46

投資その他の資産合計 40,884 46,924

固定資産合計 462,654 446,940

資産合計 687,069 666,436

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 41,208 40,087

短期借入金 43,398 23,547

未払法人税等 2,005 1,097

その他の引当金 131 86

その他 48,455 27,251

流動負債合計 135,199 92,070

固定負債

社債 20,000 40,000

長期借入金 20,413 17,427

特別修繕引当金 33,430 33,962

その他の引当金 1,487 881

その他 801 1,269

固定負債合計 76,133 93,541

負債合計 211,333 185,611
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 32,155 32,155

資本剰余金 34,355 34,352

利益剰余金 415,799 415,064

自己株式 △274 △271

株主資本合計 482,037 481,302

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 824 4,718

繰延ヘッジ損益 △5 △93

為替換算調整勘定 △12,572 △11,086

その他の包括利益累計額合計 △11,753 △6,461

少数株主持分 5,452 5,984

純資産合計 475,736 480,825

負債純資産合計 687,069 666,436
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 264,845 223,914

売上原価 184,406 181,964

売上総利益 80,438 41,950

販売費及び一般管理費 21,316 20,011

営業利益 59,122 21,938

営業外収益

受取利息 101 90

受取配当金 430 541

その他 764 759

営業外収益合計 1,297 1,391

営業外費用

支払利息 718 573

固定資産除却損 ※1
 1,032

※1
 1,011

休止固定資産減価償却費 1,425 1,347

その他 2,821 1,233

営業外費用合計 5,999 4,166

経常利益 54,420 19,163

特別利益

特別修繕引当金戻入額 687 1,602

投資有価証券売却益 1,478 －

その他 7 160

特別利益合計 2,173 1,762

特別損失

固定資産除却損 ※2
 2,259

※2
 709

投資有価証券評価損 － 4,074

競争法関連引当金繰入額 4,753 －

その他 855 1,229

特別損失合計 7,868 6,013

税金等調整前四半期純利益 48,724 14,912

法人税等 20,402 6,765

少数株主損益調整前四半期純利益 28,321 8,147

少数株主利益 839 899

四半期純利益 27,481 7,247
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 28,321 8,147

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,916 3,894

繰延ヘッジ損益 14 △87

為替換算調整勘定 △4,299 1,484

その他の包括利益合計 △7,200 5,291

四半期包括利益 21,120 13,438

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 20,296 12,539

少数株主に係る四半期包括利益 823 898
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（連結の範囲の重要な変更）　

　連結子会社の数　22社

　第１四半期連結会計期間において、新規設立の電気硝子（Korea）株式会社を連結の範囲に含めたため、連結子会社

数が１社増加しています。

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しています。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は325百万円、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ326百万円増加しています。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　当第３四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．圧縮記帳

　過年度に取得価額から直接控除した国庫補助金等による圧縮記帳額は、次のとおりです。　

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

機械装置及び運搬具 14百万円 40百万円

その他（土地等） 892百万円 867百万円

計 907百万円 907百万円

　

２．偶発債務

(1) 保証債務

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

当社従業員

（従業員の住宅建設資金等借入金に対する

保証）

650百万円 547百万円

(2) その他の偶発債務　

　当社は、ニッポン・エレクトリック・グラス・UK Limitedの法的清算にあたり、清算人等に対し次の事項に

ついて補償を行うことの保証状を差し入れています。

①清算人等が清算に関連して負う責任、費用等

②清算人の報酬

　なお、補償の総額は、保証状差し入れ後当社が同社から受け取る金額及びこれに対する利息を超えません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１．固定資産除却損は、主に機械装置の通常の更新によるものです。

　

※２．固定資産除却損は、主にガラス溶解炉の撤去処分費用です。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 38,960百万円 34,199百万円
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（株主資本等関係）

１．前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 3,482 7.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

平成23年10月26日

取締役会
普通株式 3,481 7.00 平成23年９月30日 平成23年11月30日利益剰余金

２．当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,979 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金

平成24年10月24日

取締役会
普通株式 3,979 8.00 平成24年９月30日 平成24年11月30日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　　　当社グループ（当社及び連結子会社）のセグメントは、ガラス事業単一であるため、セグメント情報の記載を省

略しています。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 55円25銭 14円57銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 27,481 7,247

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 27,481 7,247

普通株式の期中平均株式数（千株） 497,425 497,409

   （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

２【その他】

    平成24年10月24日開催の当社取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………3,979百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年11月30日

　（注）当社定款第37条の規定に基づき平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に対し中間配当金を支払います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月14日

日本電気硝子株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮林　利朗　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　学　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 東浦　隆晴　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電気硝子株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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